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1．はじめに
　1994年に行われた政治改革により、衆議院議員選挙の選挙制度に関しては長年にわたって採用されて
きた中選挙区制が廃止され、代って小選挙区比例代表並立制が導入された。この選挙制度改革には少な
くとも次の3つの目的があった。それらは、金のかからない選挙、政権交代可能な選挙制度、政党・政
策本位の選挙である。このうち政党・政策本位という点に関しては、長く続いた中選挙区制の下で染み
付いた、地縁・血縁・職縁などにもとつく候補者個人本位の投票選択ではなく、政党・政策本位の投票
選択を選挙民に対して訴えかけるという側面も存在した。
　また、2003年総選挙においては北川正恭前三重県知事らによってマニフェスト（政権公約）選挙が提
唱され、各党がそれに乗った。マニフェスト選挙の目的のひとっは「政党・政策本位の選挙」の実現で
あり、これは1994年に導入された小選挙区比例代表並立制の導入目的の中にも含まれていた。したがっ
て、マニフェスト選挙推進のキャンペーンは、1980年代末から議論が展開された政治改革の延長線上に
位置づけることが妥当である。
　選挙改革の効果については、政党の政策決定のあり方の変化や選挙における有権者の投票行動の変化
からその効果を検証することは必要であるが、それ以外にマス・メディアの選挙報道の検証をも必要と
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されよう。なぜならば、マス・メディアは、多くの有権者にとっての重要な政治的情報源であり、した
がって有権者に対するメディア報道の影響力は小さくないと考えられるからである。最近ではわが国に
おけるマニフェスト時代の選挙報道のあり方として、政治メディアの選挙民に対する「熟慮誘発機能」
を主張する見解もみられる（小川。2006）。
　筆者はすでに2000年と2003年総選挙報道の比較を行い、衆院総選挙で初のマニフェスト選挙となっ
た2003年の選挙報道において政策報道が増加していることなどを発表した（井田．2005）。本研究では、
さらに1994年に決定された衆議院議員選挙に関わる選挙制度改革が選挙報道に与えたインパクトを探る
べく、分析対象期間を拡大して1990年以降の総選挙報道に関する分析を行った。問題意識は、選挙制度
改革の目的の一つである政策本位の選挙の実現という点に関して、メディア報道のレベルで変化が発生
したのか否かという点にある。
　本研究では朝日新聞・読売新聞の2大全国紙について中選挙区制のもとの1990年総選挙からマニフェ
スト選挙となった2003年総選挙まで計5回の選挙報道内容分析を行う。旧制度と新制度の選挙報道比較
を行うには少なくとも各制度下で複数の選挙に関する報道内容分析を行わなければならない。新制度の
選挙に関しては1996年、2000年、2003年の3回を取り上げたが、中選挙区制下の選挙としては1990年
と1993年の2回を取り上げた。1990年選挙の前は1986年選挙だが、このときは衆参同時選挙であり、
報道内容に参院選報道の部分も混在するため、本研究の分析の対象からは除外した。
2．内容分析の概要
　本研究においては、1990年から2003年総選挙まで計5回の総選挙における公示日から投票日前日まで
の期間の発行部数での上位2紙（朝日新聞・読売新聞）の選挙報道を悉皆的にコード化し、内容分析を
実施した。なお、読者投稿欄、地域面は分析の対象から除外した。
　分析のフレームは選挙報道をゲーム報道（game）と実質報道（substance）とに分類したパターソン
（Thomas　E．　Patterson）の分析フレームを修正して作成した。パタ・一一一一ソンは、ゲーム報道として、選挙の
勝敗に関する報道、選挙戦略や選挙資金に関する報道、そして選挙キャンペーンにおける候補者の出現
（apperance）やお祭り騒ぎ（hoopla）に関する報道が含まれ、実質報道としては政策・争点報道、候補者
の経歴や実績に関する報道、そして特定候補者や政党に対するメディアの支持（endorsement）に関する報
道が含まれる（Patterson。1980）。　　　　　〔
　筆者は、ゲーム報道をあくまで選挙結果に関連した競馬的側面に関する報道と定義し、実質報道は当
該選挙で有権者の判断基準となるべき事項に関する報道と定義する。そしてそれぞれの内容は以下のと
おりとした。
　ゲーム報道
　　情勢分析・勝敗
　　選挙区リポート
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　　投票率・投票参加
　　出現
　　選挙戦略・運動
　　イベント（集会など）
　実質報道
　　政策・争点（含マニフェスト）
　　党首・党幹部の資質・特性
　　候補者の特性・意見
　その他
　　候補者一覧・候補者数
　　選挙日程
　　その他
　コーディングに当たっては、上記の合計13のカテゴリーから各記事がもっとも該当するものを選択す
るというシングル・コーディング方式を採用した。なお、記事量の計測は記事数のみでなく、記事面積
によっても行い、各記事のコラムセンチも計測した。
　さらに政策争点報道で取り上げた政策争点領域について検討した。メディアは何を論ずるべきかにつ
いて議題設定機能をもつことは長年にわたり指摘されている（McCombs　and　Shaw．1972，竹下．1998）。
したがって、メディアは各選挙での議題となるべき争点設定機能をもっといえる。そこで、政策争点報
道に分類された記事に関して、そこで言及された政策争点領域をチェックした。政策争点は、①景気、②
雇用、③財政再建、④税制、⑤年金、⑥医療介護、⑦公共事業、⑧農業政策、⑨憲法改正、⑩行政改革
（郵政・道路含む）、⑪高速道路（無料化案）、⑫地方分権・地域、⑬経済構造改革、⑭政治倫理・政治
改革、⑮教育、⑯治安、⑰エネルギー・環境、⑱外交、⑲防衛、⑳政権選択、⑳その他、の21項目の間
から選択した。ここでのコーディングの方法は記事の中で言及されている政策争点領域の全てをチェッ
クするマルチ・コーディング方式を採用した。
　内容分析のコーディング作業は、各年各新聞それぞれ5～6の訓練を受けた大学生によって行われた。
また、コーディング作業は、必ず筆者同席のもとで行い、コーダーが少しでも判断に迷った場合は、筆
者の判断によることとした。
3．ゲーム報道と実質報道の推移
　選挙報道の使命を考えた場合、次の3っに要約される。第1は、議会制デモクラシーにおける最大の
政治イベントである選挙の日程を国民に周知させ、さらに政権や議席を争う政党名や候補者名を周知さ
せることである。第2は、当該選挙で問われている政策争点や候補者の資質など有権者の投票基準に関
する情報を提供することである。ここに分類される報道を実質報道とよぶ。第3は、選挙キャンペーン
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の展開、情勢分析、勝敗予測といった選挙に向けた各政党、候補者の運動・戦略、結果の予測など、い
わば選挙の競馬的側面に関する報道である。これをゲーム報道という。ゲーム報道には選挙結果の予測
というエンターテインメント的要素を含む報道も存在することもあって、国民の選挙への関心を高める
効果をもつほか、情勢報道を見て投票を決定したり変更したりするアナウンスメント効果をもたらす可
能性もあるため、ゲーム報道も有権者の投票意思決定の材料となりうる。また、一般に実質報道よりも
ゲーム報道のほうが国民の興味をそそる傾向があることも否定できない。けれどもメディアが過度にゲ
ーム報道に傾斜すると、肝心の政策や候補者の資質といった実質的側面が隠れてしまい、有権者にとっ
て選挙は文字通り競馬と同次元の興味対象でしかなくなってしまう恐れもある。
　パターソンが1976年の米大統領選に関する米メディアの報道内容分析を行なった結果、テレビ・新聞
ともにゲーム報道の方が実質報道よりも多いという結果が認められた（Patterson．1980）。それに対して
飽戸弘は1986年の町田市長選挙と1979年の東京都知事選挙に関する主要新聞の内容分析を行ない、日
本の選挙報道は米国メディアとは異なって実質報道の方が多いという結果を提示している（飽戸．2001）。
日米の選挙報道内容にこのような違いが生じた原因にっいて、飽戸は両国の選挙運動期間の違いを主た
る原因と考え、次のように述べている。
　「アメリカの選挙報道が、まじめな、政治志向や政策争点を報道する、本質的報道が少なく、競馬報
道や、バカ騒ぎ（hoopla）報道が多いが、日本の選挙報道はたいへんまじめで、このような定義によれ
ば、競馬報道は少なく、本質報道が多い、といえよう。しかしこれは、アメリカの選挙キャンペーンが、
ほぼ1年という、たいへんな長丁場であるということと、密接に関連しているように思われる。これだ
けの長い期間、国民の関心を繋ぎとめておくために、こうした競馬的報道が多用されるようになった、
ということが考えられる。日本では、選挙期間中の統制があまりにも厳しく、しかも選挙期間がたった
の二、三週間、ということなので、これでは本質報道以外は不可能である、ともいえよう。」（飽戸．2001：
117－9）。
　このように、飽戸は日米の選挙期間の長さの違いが両国の選挙報道内容の違いをもたらしているとし
ているが、アメリカでは大統領選挙という国政選挙が分析対象となっているのに対して、日本における
分析対象は地方政治レベルの首長選に関する報道であった。ただ、米大統領選はアメリカで最も重要な
国政選挙であることを考えると、わが国における比較対象として最も適切な選挙は、同じく最も重要な
国政選挙である衆院選ではなかろうか。　　　　・
　前述のように、本研究ではゲーム報道とは選挙結果に関連した競馬的側面に関する報道と定義し、実
質報道は当該選挙で有権者の判断基準となるべき事項に関する報道と定義する。各々の内容としては、
ゲー・一ム報道には情勢分析・勝敗、選挙区リポート、投票率・投票参加、出現、選挙戦略・運動、イベン
ト（集会など）が含まれ、実質報道には政策・争点（含マニフェスト）、党首・党幹部の資質・特性、候
補者の特性・意見を含む。
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図1　ゲーム報道と実質報道（朝日・記事数）
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図2　ゲーム報道と実質報道（読売・記事数）
160
140
120
100
80
60
40
20
　0
羅　鰹饗　「撫”嚢鷺　　　筆　蝦
瀦蕪　灘　　　　難…欝講嬬
麟議蝋　　　　　　聾鞭饗　議1　・・　　　　縄懸　　　　繍醗三　　船
鞠　欝灘婁轟　．離雛繋蓼毒
灘磯嚢繋難難塑蟻鍵　　灘
難　　灘懸羅鰹　一
職．講灘＿繍譲鐸　　　　　．、、　　　　　　　　　　　．瀞「1
戴＋＋
1990年　1993年　1996年　2000年　2003年
一67一
45巻　2口2007　3月
図3　ゲーム報道量をtOOとした実質報道比率（コラムセンチ）
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（注）Aは朝日新聞、Yは読売新聞
　1990年から2003年までの5回の総選挙における両紙のゲーム報道、実質報道の両カテゴリーの記事数
の推移を図1と図2に示し、図3にはコラムセンチにおいてゲーム報道を100とした場合の実質報道量
の比率を示す。これらの図に示すように、2紙の傾向はほぼ共通している。それを列挙すると以下のとお
りである。
　①記事数、コラムセンチの何れの基準からも、中選挙区制下で行われた90年・93年選挙に比して並
　　立制下で行われた1996年以降の選挙のほうがゲーム報道に対する実質報道の相対的比率が増大する
　　傾向が認められる。
　②記事数、コラムセンチ何れの基準からも、自民から非自民に政権交代が生じた1993年選挙ではゲー
　　ム報道が圧倒的に多い。これは、93年選挙が政治改革という単一争点選挙であったことのほかに、
　　日本新党の動向や選挙前の自民党分裂により、政権交代の可能性がそれまでになく高まったため情
　　勢報道に割く比重が偏った結果になったと考えられる。
　③記事数では、マニフェスト選挙となった2003年選挙では実質報道が増大し、ゲーム報道が減少し
　　た結果、両紙ともゲーム報道量記事総数よりも実質報道記事総数のほうが多くなっている。
　④コラムセンチにおいても、2003年には両紙とも実質報道量が増大している。ゲーム報道を100と
　　した場合の実質報道量の比率において、両紙とも90年以降で最大の比率を示す。朝日新聞では記事
　　数と同様に実質報道量がゲーム報道量を抜いている。
　これらの結果からすると、中選挙区制から並立制への選挙制度の変更は2大全国紙の選挙報道におい
てゲーム報道量に対する実質報道の比率の増大をもたらしたといえる。ただ、注意しておかなければな
らないのは、中選挙区制に比して並立制が政権交代可能性が高い選挙制度であるといっても、政権交代
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をするか否かはあくまで有権者の判断であり、世論・投票・行動によって決まるということである。選
挙前の世論の状況からすると、並立制下の1996年以降の選挙よりも、1989年参院選での自民大敗の後、
社公民連合で政権交代を目指した90年総選挙や、自民分裂後の1993年選挙のほうが政権交代の実現可
能性が高かったともいえる。そのために、90年、93年のほうがゲーム報道が多かったと解釈する余地は
ある。とはいえ、96年以降、各紙とも実質報道量が増大する傾向にあるという結果は政治改革の目的の
ひとつである政策選挙に少なくとも朝日新聞と読売新聞の選挙報道に関しては近づいている。
　考えてみれば、中選挙区制の下での自民党は多くの選挙区で複数候補を擁立し、自民党系の候補者間
で政策的にはバラバラのことを言っても特に問題にはならなかった。むしろ自民党は選挙公約として「多
様な意見をきいて徹底的に議論して決めます」ということを主張する傾向もあった（Reed．2005）。また同
一選挙区に立候補している自民系候補者はそれぞれ異なった利益団体を支持基盤にしていることも多く、
そのこともまた多くの利益団体をして自民党支持に向かわせたともいえる。しかし、小選挙区制の導入
によって自民党候補が原則として各選挙区で1名になると、政党の政策公約の重要性が高まる。その結
果、大政党間の政策比較の重要性が高まり、選挙報道においても政策報道がより重視されるようになっ
たと考えられる。加えて、2003年総選挙でのマニフェストの登場は2大政党間の政策比較の意味をさら
に増大させた。
　政策争点に関する記事数の推移を図4に示す。朝日・読売ともほとんど類似した傾向を示している。
消費税問題が最大の争点となった1990年選挙においては政策記事数は多かったが、国民生活に直結する
問題ではなく、主として永田町レベル（政界）のイッシューである政治改革が主要争点となった93年選
挙ではそれが激減した。そして、並立制が導入されて初の総選挙である1996年に再び増加し、これとい
った争点のなかった2000年総選挙では減少し、さらに、マニフェスト選挙となった2003年に再び増加
するという同一のパターンは2紙に共通している。
図4　政策記事数：1990－2003?????
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4．報道政策領域の推移
　次に政策争点報道で取り上げた政策争点領域にっいて検討を加える。メディアは何を論ずるべきかに
ついて議題設定機能をもつことは30年以上前からに指摘されている。したがって、メディアは各選挙で
の争点設定機能を有するといえる。既述のように本研究では、政策争点報道に部類された記事に関して
は、記事中で言及された政策テーマを、景気、雇用、財政再建、税制、年金、医療介護、公共事業、農
業政策、憲法改正、行政改革（郵政・道路含む）、高速道路（無料化案）、地方分権・地域、経済構造改革、
政治倫理・政治改革、教育、治安、エネルギー・環境、外交、防衛、政権選択、その他、の21項目の間
から選択した（マルチ・コーディング方式）。分析結果から、各選挙の報道を行う際に、朝日、読売の2
紙がどのような政策争点を取り上げ報道したのか、またいかなる政策争点領域に重点を置いたのかにっ
いて検討を加える。
　図5から図9には、1990年から2003年までの朝日、読売両紙の選挙報道で言及された争点領域の分布
を示す（Aは朝日新聞、Yは読売新聞）。
　1990年総選挙報道では、朝日・読売ともに税制が圧倒的に多く、両紙とも30記事以上に達している。
これは前年導入された消費税が1989年参院選での自民党大敗の最大要因となったため、消費税撤廃論や
修正論など多様な意見が存在したためである。
　1993年には朝日・読売ともに政治倫理・政治改革を最も多く取り上げたが、朝日の方がその記事数は
多い。そもそも93年の解散・総選挙は自民党内での政治改革をめぐる合意形成の失敗が宮沢内閣不信任
決議の可決、自民党分裂をもたらしたことから発生したのであり、政治改革が最大の争点となった。し
たがって、それ以外の争点に関しては取り上げられる頻度が少なく、国民生活に直結する争点の不在が、
同選挙での過去最低の投票率を帰結したといえる。93年の報道内容に関しては、政策記事数が極端に少
ない。これは、単一争点選挙であったという点の他に、前回の1990年選挙での最大の争点であった消費
税が国民生活に定着し、争点化しなかったことも原因のひとっに挙げられる。政治倫理・政治改革に関
する記事数は読売で12、朝日で29となっており、90年の税制に関する記事数よりも少ない。このこと
は政治改革が国民生活レベルというよりも永田町レベルの争点であったことにも帰因する。
　また、90年の消費税や93年の政治改革といった単一争点に関しては読売よりも朝日の方が集中的に取
り上げる傾向がある。
　1996年には橋本政権下で行財政改革が最大の公約とされた選挙だったが、政策報道を見ても行政改革
と税制が2大争点となっている。税制に関しては、消費税率の引き上げが争点となった。
　森政権のもとで実施された2000年総選挙では、特に突出した争点はなかったこともあって、取り上げ
られた政策領域は多様である。比較的多く言及されたのが景気、税制、医療、年金であった。
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図6　1993年争点報道
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図7　1996年争点報道
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図9　2003年争点報道
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　マニフェストが登場した2003年総選挙では、年金問題が最大の争点となり、読売、朝日とも最も多く
取り上げている。しかし、その他の政策領域にも分散している。
　この5回の選挙報道に関する内容分析からいえることは、並立制が導入された96年以降の選挙では取
り上げる争点が分散する傾向にあるということである。ひとつの基準として、10記事以上で言及された
政策争点領域（「その他」除く）の数を検討すると、朝日新聞では90年2、93年1、96年4、2000年1、
2003年4となっている。また読売新聞では90年2、93年1、96年3、2000年3、2003年5となってい
る。いうまでもなく、各選挙には特質があり、単一争点選挙の場合もあれば、争点なき選挙といわれる
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こともある。しかし、5回にわたる内容分析を行うと、中選挙区制のもとで実施された90年、93年と、
並立制のもとで実施された96年以降とでは明確な違いが認められる。この変化をもたらした一因には、
小選挙区制導入によって総選挙における政権交代の可能性が高まり、政権選択の要素をより多くもつよ
うになったことから、メディアも政党公約を広範囲にカバーする必要性が生まれたためであろう。また、
政策報道量が増大した2003年には、多様な政策領域が取り上げられている。マニフェストの登場が各党
の政策をより広範に取り上げたと解釈することもできる。
5．結び
　最後に、本研究で見出された知見を整理しておきたい。内容分析から朝日・読売の両紙に共通して認
められる事実は次の通りである。
　（1）　中選挙区制下の選挙報道に比して並立制の導入以降は選挙報道における政策報道・実質報道の比
　　重が高まる傾向が認められる。
　（2）2003年総選挙におけるマニフェストの導入は実質報道の比率をさらに高めた。
　（3）　中選挙区制下の選挙報道に比して、並立制導入後の選挙報道においては、言及される政策領域は
　　多様化する傾向にあり、いわばシングル・イッシューからマルチ・イッシューへの変化が認められ
　　た。
　このように、選挙制度改革以降、朝日、読売の2紙の選挙報道はともに政策報道、実質報道が増大し
たほか、言及される政策領域は多様化し、各党の政策を総合的に捉えるマルチ・イッシューへの傾向が
認められる。小選挙区制導入によって中選挙区制時代よりも政権交代の可能性が高まったことがこの変
化をもたらした主要な要因と考えられる。ただ、いうまでもなく各選挙でイッシューは異なり、また選
挙情勢も異なるため、報道内容に関するこの変化の要因のすべてを政治改革に求めることはできない。
とはいえ、この5回の内容分析結果からするかぎり、少なくとも2大全国紙報道に関しては選挙改革以
降はより政策選挙の方向にあることが確認できる。
　並立制やマニフェストの導入が政治改革の目的どおり政策中心の選挙の方向に向かうかどうかは最終
的には有権者の投票行動分析で結論づけなければならず、また選挙過程において党首イメージの過度の
強調など党首人気主義に向かう可能性も少なからずある。しかし、政策を問う選挙の実現のためにはマ
ス・メディアの役割はいうまでもなく重要であり、とりわけ、瞬間視聴率に一喜一憂するテレビに比し
て活字を通して読者の理性的側面に訴えかける性格の強い新聞においては、地味ではあっても充実した
政策報道を行うことが選挙報道の使命といってもよいであろう。今回は選挙報道の量的分析を行ったが、
今後は政策報道の質的分析もこころみたいと考えている。
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